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日本国憲法（抜粋）
前文
　日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、
諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて
再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、こ
の憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、
その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であ
り、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排
除する。
　日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて、
平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、
平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名
誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうち
に生存する権利を有することを確認する。
　われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治道
徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立た
うとする各国の責務であると信ずる。
　日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。
　
第９条
　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威
嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。
２　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認め
ない。
第11条
　国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すこ
とのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。
第12条
　この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保持しなければならな
い。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を
負ふ。
第13条
　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共
の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。
第14条
　すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済
的又は社会的関係において、差別されない。
２　華族その他の貴族の制度は、これを認めない。
３　栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれを有し、又は
将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。
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第19条
　思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。
第21条
　集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。
２　検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。
第23条
　学問の自由は、これを保障する。
第24条
　婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互の協力に
より、維持されなければならない。
２　配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関して
は、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。
第25条
　すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
２　国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければ
ならない。
第26条
　すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。
２　すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。
義務教育は、これを無償とする。
第97条
　この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、こ
れらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利とし
て信託されたものである。
第98条
　この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行
為の全部又は一部は、その効力を有しない。
２　日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必要とする。

教育基本法（抜粋）
　我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、
世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。
　我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊
かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教
育を推進する。
　ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その振
興を図るため、この法律を制定する。
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第１章　教育の目的及び理念

（教育の目的）
第１条
　教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身と
もに健康な国民の育成を期して行われなければならない。

（教育の目標）
第２条
　教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われる
ものとする。
１　幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健や
かな身体を養うこと。
２　個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職
業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。
３　正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社
会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。
４　生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。
５　伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際
社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

（生涯学習の理念）
第３条
　国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あら
ゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の実
現が図られなければならない。

（教育の機会均等）
第４条
　すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、信
条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。
２　国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教
育上必要な支援を講じなければならない。
３　国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、
奨学の措置を講じなければならない。

第２章　教育の実施に関する基本

（大学）
第７条
　大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を
創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。
２　大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければなら
ない。
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世界人権宣言（抜粋）
前文
　人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界に
おける自由、正義及び平和の基礎であるので、人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行
為をもたらし、言論及び信仰の自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の
願望として宣言されたので、人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないよう
にするためには、法の支配によって人権保護することが肝要であるので、諸国間の友好関係の発展を促進
することが、肝要であるので、国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及
び価値並びに男女の同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水
準の向上とを促進することを決意したので、加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍
的な尊重及び遵守の促進を達成することを誓約したので、これらの権利及び自由に対する共通の理解は、
この誓約を完全にするためにもっとも重要であるので、よって、ここに、国際連合総会は、社会の各個人
及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間にも、また、加盟国の
管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び教育によって促進すること並
びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によって確保することに
努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布
する。

国際人権規約（抜粋）
経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（A規約）
第13条
１　この規約の締約国は、教育についてのすべての者の権利を認める。締約国は、教育が人格の完成及び
人格の尊厳についての意識の十分な発達を指向し並びに人権及び基本的自由の尊重を強化すべきことに同
意する。更に、締約国は、教育が、すべての者に対し、自由な社会に効果的に参加すること、諸国民の間
及び人種的、種族的又は宗教的集団の間の理解、寛容及び友好を促進すること並びに平和の維持のための
国際連合の活動を助長することを可能にすべきことに同意する。
２　この規約の締約国は、１の権利の完全な実現を達成するため、次のことを認める。
（ａ）　初等教育は、義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとすること。
（ｂ）　種々の形態の中等教育（技術的及び職業的中等教育を含む。）は、すべての適当な方法により、特に、
無償教育の漸進的な導入により、一般的に利用可能であり、かつ、すべての者に対して機会が与えられる
ものとすること。
（ｃ）　高等教育は、すべての適当な方法により、特に、無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、す
べての者に対して均等に機会が与えられるものとすること。
（ｄ）　基礎教育は、初等教育を受けなかった者又はその全課程を修了しなかった者のため、できる限り奨
励され又は強化されること。
（ｅ）　すべての段階にわたる学校制度の発展を積極的に追求し、適当な奨学金制度を設立し及び教育職員
の物質的条件を不断に改善すること。
３　この規約の締約国は、父母及び場合により法定保護者が、公の機関によって設置される学校以外の学
校であって国によって定められ又は承認される最低限度の教育上の基準に適合するものを児童のために選
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択する自由並びに自己の信念に従って児童の宗教的及び道徳的教育を確保する自由を有することを尊重す
ることを約束する。
４　この条のいかなる規定も、個人及び団体が教育機関を設置し及び管理する自由を妨げるものと解して
はならない。ただし、常に、１に定める原則が遵守されること及び当該教育機関において行なわれる教育
が国によって定められる最低限度の基準に適合することを条件とする。
第15条
１　この規約の締約国は、すべての者の次の権利を認める。
（ａ）　文化的な生活に参加する権利
（ｂ）　科学の進歩及びその利用による利益を享受する権利
（ｃ）　自己の科学的、文学的又は芸術的作品により生ずる精神的及び物質的利益が保護されることを享受
する権利
２　この規約の締約国が１の権利の完全な実現を達成するためにとる措置には、科学及び文化の保存、発
展及び普及に必要な措置を含む。
３　この規約の締約国は、科学研究及び創作活動に不可欠な自由を尊重することを約束する。
４　この規約の締約国は、科学及び文化の分野における国際的な連絡及び協力を奨励し及び発展させるこ
とによって得られる利益を認める。

立命館大学全学協議会会則
� 1988年３月31日
� 第２回学園振興懇談会決定

前文
　立命館大学は、創設以来の自由の伝統を継承しつつ、とくに戦後は日本国憲法と教育基本法に則った平
和と民主主義の教学理念を確立して教育・研究の充実と発展を図り、全国的にも先進的な役割を担いなが
らその地歩を築いてきた。その基礎には、教授会自治はもちろん教職員全体の組織された力に依拠し、ま
た学生の自治を広汎に承認し尊重する学園運営の貴重な積み上げがあったことを、われわれは誇りとす
る。
　教職員全体そして学生・生徒にも及ぶ総長公選制などとともに、戦後間もなく先駆的な学生参加の試み
として確立した全学協議会の制度が、学園紛争等の試練にも立派に耐えて、本学の全構成員自治の原則に
もとづく大きな力量の発展を確実に保障してきたということも、われわれの共通の確信である。
　以上の前提のもとに、われわれは、1987年度全学協議会における一致した合意にもとづき、これまで
健全な自覚的自治の成長に支えられて慣行的に展開してきた全学協議会システムの今日的到達点の確認の
上に、新たな全学協議会会則を制定するものである。
第１条　本学に全構成員自治の原則にもとづく協議機関として、立命館大学全学協議会（以下協議会とい
う）をおく。
第２条　協議会は、以下に定める大学運営に関する諸問題について協議し、学園の発展に資することを目
的とする。
（１）　教学改善および学生生活援助に関する事項
（２）　学費および学園財政に関する事項
（３）　学園の事業計画に関する事項
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（４）　その他本協議会で必要と認めた事項
第３条　協議会は、常任理事会、学友会、大学院生協議会および教職員組合の４者の代表によって構成す
る。
第４条
１　協議会の開催は、４者の協議にもとづいて随時開催する。ただし、毎年度１回以上の開催を原則とす
る。
２　協議会の招集は４者の協議にもとづいて、学生部長がこれを行う。
３　協議会の協議事項については、事前に４者による事務折衝を行い、相互に確認する。
４　協議会の議長団は、常任理事会、学友会および教職員組合から選出された者各１名をもって構成す
る。
第５条　協議会のもとに、４者の代表者若干名による全学協議会代表者会議をおくことができる。
第６条　協議会で確認された事項については、全学の共通の指針として、４者はこれを尊重しなければな
らない。
第７条　本会則に定められていない事項は、本制度の趣旨にもとづき４者の合意によって運営するものと
する。
第８条　協議会の招集および運営・進行に関する実務は、学生部学生オフィスおよび教学部共通教務セン
ターがこれを担当する。
第９条　この会則の改廃は、本協議会における合意を必要とする。

立命館スポーツ宣言
� 2014年４月９日
� 学校法人立命館

　立命館は、スポーツを人類共通の文化としてその意義と価値を享受することが、個人の幸福と、社会の
平和と繁栄にとって不可欠なものであると考え、「立命館憲章」に基づきスポーツを学園づくりのための
重要な要素として位置付ける。

　立命館は、多様な学びの機会の創造という観点から、スポーツを児童・生徒・学生の「学びと成長の
場」と見なし、スポーツの振興と発展に努めてきた。時代の変化に対応し、これまで以上に社会の要請に
応えることができる人材を育成するとともに、スポーツの持つ力と役割を改めて学内外に示すことを目的
とし、ここに立命館スポーツ宣言を定める。

　立命館は、建学の精神と教学理念に基づき、高い水準で、スポーツの振興と発展を担い「未来を信じ、
未来に生きる」の精神をもった人間の育成に努める。

　立命館は、学祖西園寺公望の「自由主義と国際主義」の精神を受け継ぎ、スポーツの持つ力が言葉や文
化、さらには民族、国境を越えた相互理解の手段となると考え、スポーツを通じて、自由にして進取の気
風に富んだ国際平和と国際交流に寄与することのできる地球市民の育成に努める。

　立命館は、私立の総合学園として、その教育課程においてスポーツをとおした全人教育を実践するとと
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もに、クラブ・サークルをはじめとした課外自主活動の振興・発展と環境整備に努める。 

　立命館は、障がいの有無に関わらず、すべての学園構成員に、スポーツに参加する基本的権利を尊重す
ると共に、スポーツを日常生活に根付かせ、心身ともに健康な暮らしのために生涯にわたってスポーツに
親しむことを奨励する。

　立命館は、スポーツの文化価値とその教育における意義を深く認識し、スポーツに関する諸分野での教
育・研究を高い水準で推進し、わが国のスポーツの振興・発展をリードする存在となるよう努める。

　立命館は、スポーツが学園の理念を具現化する力を持ち、校友・父母を含む学園関係者が一体となるこ
とに貢献し、学園の発展を促す重要な原動力となると考え、この振興と発展に努める。

　立命館は、スポーツを通じて、老若男女を越えた地域コミュニティの形成と発展に携わり、地域社会の
健康で豊かなコミュニティづくりに貢献することを社会的役割の一つとする。
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